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株主・投資家の皆様へ 

第16期 事業報告書 
2005年4月1日から2006年3月31日まで 



TOP MESSAGE
株主の皆様へ 

代表取締役社長 森中一郎 

新しい販売チャネル・マーケットの創造と 
コスト管理で株主価値の極大化に邁進。 
 株主の皆様には、ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 
ここに当グループ第16期（2005年4月1日から2006年3月31日まで）の決算ならびに事業の概況につい

てご報告するにあたり、謹んでご挨拶申し上げます。 

新たな収益構造の構築と 
収益体質の改善 
 

 

　当期は、個人消費が回復傾向にある一

方、中小企業の景況感にばらつきがある

中、主力事業であるアウトソーシング事

業とエフアンドエムクラブ事業では、会

員数、売上高ともに横ばいで推移したも

のの、ローコストオペレーションの徹底

により利益率は改善しました。また新規

事業の「TaxHouse」ブランドへの加盟

では、当初目標の180件に対し当連結

会計期間末331件と大幅に上回る事が

出来ました。 

　この結果、当連結会計期間の売上高

46億72百万円（前連結会計期間比

22.2%増）、経常利益は7億74百万円(同

193.9%増)、当期純利益は2億42百

万円（同297.3%増）となりました。 

 

「TaxHouse」について 
 

 

 

 

　平成17年1月から加盟店募集を開始

しました「TaxHouse」は「もっと身近に！

もっと便利に！もっと安心を！」をコン

セプトに、地域の皆様に「住宅ローンの

ご相談」「家計のご相談」などお金まわ

りに関する全てを気軽に相談していた

だける「ワンストップ・ファイナンシャル・

ショップ」という新しい会計事務所のボ

ランタリーチェーン・ブランドです。 

　前期に対して大きく業績を伸展させ

ることが出来た要因として、まず第一に

「TaxHouse」ブランドの加盟が順調に

進んだことが挙げられます。これは、税

理士・会計士業界での競争の激化・マーケッ

トの拡大という外部環境と、顧客のメリッ

トを追求したワンストップ･ファイナンシャ

ル・サービスの提供という、「TaxHouse」

のコンセプトの双方がファクターとなっ

ていると分析しています。いよいよこの

4月から銀行代理業も解禁になり、今ま

では銀行でなければ取扱いが出来なかっ

た、融資の具体的な相談などが出来るよ

うになります。 

　また、平成17年10月にスタートし

ましたテレビＣＭも大変好評をいただき、

現在では全国47都道府県にて放映出来

るようになり、一段と強固なブランド確

立が推進されたと考えています。 

　これから「TaxHouse」本部として全

国の金融機関との提携を進め、複数の金

融商品取り扱いを可能とし、今までのよ

全国的なネットワークが 
構築されつつあると共に、 
銀行代理業の解禁で新たなワンストップ・
ファイナンシャル・ショップの実現へ 

新規事業が堅調に推移し、 
増収増益を達成しました。 
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1961年2月　大阪府に生まれる 
1984年3月　立命館大学産業社会学部卒業 
1984年4月　株式会社日本エル・シー・エー入社 
1989年6月　株式会社ベンチャーリンクに転籍 

営業推進第一部長として西日本の営業を統括 
1990年7月　従来の夢であった20代での独立起業をする為、

同社退社 
1990年7月　株式会社エフアンドエム設立 

当社代表取締役社長に就任 

うな「金融機関が顧客を選ぶ」環境では

なく、「全国の金融機関の中から選べる」

環境を実現させます。 

 
今後の見通し 
 

　今後の見通しといたしましては、主要

事業での会員数増加に注力しつつ、ロー

コストオペレーションを推進し盤石な事

業モデルの構築に向けて邁進してまいり

ます。また、新規事業である「TaxHouse」

におきましては、銀行代理業を柱とした

継続的な収益モデルを構築し、顧客の利

便性と当グループの今後の成長を加速さ

せる為に注力してまいります。 

　今後は少子高齢化や女性の社会進出が

進み、ライフスタイルもより多様化して

いきます。このような状況においても、

消費者に対し蛇口から流れ出る水のよう

に容易に利用できるサービスを提供する

――それがエフアンドエムの目指す「サー

ビスの水道哲学」です。当社は、顧客満

足に裏打ちされたこの哲学の実現過程に

こそ、当社の社会的責務と利益が存在す

ると考え、株主の皆様のご期待にお応え

できるよう研鑽尽力していく所存です。 

 

株主の皆様へ 
 

　当社の株主数は、当期末で4,567名

となり、ここ１年で3,423名の増加と

なりました。これはひとえに株主・投資

家の皆様からの、言い換えれば市場から

の注目度が高まったこと、ひいては当社

株式の流動性が求められていることの現

われとして受け止めています。 

　今後も経営成績や株価を踏まえ、機動

的な施策を実施してまいります。また、

今後はさらに情報開示や、ＩＲ活動に注

力してまいります。当社のビジョンをよ

り多くの方に知っていただき、株主の裾

野を広げるために、個人投資家向けの会

社説明会の開催も予定しています。 

　当グループでは、「顧客満足の後ろに

利益がついてくる」という行動指針を大

切にしております。「サービスの水道哲学」

に基づき、より良い商品・サービスを提

供し、お客様の満足を日々追求していく。

利益はその結果としてついてくると考え

ております。決して、お客様の満足無し

に利益は発生しません。 

　当グループでは、今後も顧客満足の追

求に努めることで、株主の皆様への責務

を果たしてまいります。 

　株主の皆様におかれましては、今後も

何卒ご理解とご支援を賜りますようお願

い申し上げます。 

I c h i ro  M o r i n a k a  P ro f i l e
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SEGMENT REPORT
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（2006年3月期） 

セグメント別営業の概況 

　セグメント別におきましては、アウトソーシング事

業が新規事業の「TaxHouse」を含み、当連結会計期

間の売上高24億51百万円となり、グループ全体を牽

引する形となりました。エフアンドエムクラブ事業に

関しましては、対象となる中小企業の景況感のばらつ

きのある状況の中、当連結会計期間売上高12億37百

万円となりました。アウトプレースメント事業におきま

しては、市場縮小の影響を受け、当連結会計期間は売上

高5億26百万円となりました。その他、不動産事業は

当連結会計期間売上高1億16百万円、その他事業にお

きましては、当連結会計期間3億41百万円となりました。 

→

アウトソーシング 
事業 

アウトプレースメント事業 

不動産賃貸事業 

3,531

3,823

4,672
その他サービス 

セグメント別売上高の推移 

エフアンド 
エムクラブ事業 

414

143

1,402

1,570

3,869

383

131

577

1,388

1,388
1,586

1,352

550

209
125

2,451

1,237

526

341

116
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OUTSOURCING
アウトソーシング事業 

当期の概況 
　当期は、主力の生命保険会社営業職員

向け記帳代行の会員増加に努めるとと

もに、現在までに培った記帳処理などの

ノウハウを生かし、生保職員以外の個人

事業主および小規模法人の記帳代行を

請け負ってまいりました。結果、当連結会

計期間末の会員数は31,429人（前連

結会計期間比1,505人減）となりました。 

　「TaxHouse」事業に関しましては、

2005年1月より加盟者募集活動を開始

し、説明セミナーの開催および加盟希望

者への説明を実施してまいりました。加

盟者数に関しましては、当連結会計期間

末の目標180件を大幅に上回る331件

となりました。 

　また、同時に「TaxHouse」店舗に提供

する商品・サービス等の充実に注力し、各

種金融機関との提携を進めてまいりました。 

 
今後の見通し 
　アウトソーシング事業につきましては、

引続き記帳会員の増加に努めてまいり

ます。また、事業再構築として、記帳会

員に対し「TaxHouse」と連携した様々

なポイント制度を導入する事により、新

たな顧客の掘り起こしと「TaxHouse」

とのシナジー効果を創出してまいります。 

＊手間が省ける 

＊営業活動に専念できる 

営業活動に従事しながら、平均100

枚／月の領収書を、確実に記録する

ことは困難。 

＊「青色申告」に対応 

＊記帳だけで節税効果 

青色申告に対応する記録方式を採用。 

→ 最低1.5万円の節税効果 

アウトソーシング事業ビジネスモデル 

1992年7月　生命保険会社営業職員向けにアウトソーシング事業（記帳代行）を開始 

仕 　 　 訳  

メリット  笊  

記
帳
会
員

 

メリット  笆  

F&M CO.,LTD.

F&Mデータセンター 
（国内・中国深　） 圸川 

領収書 

データ 

領収書 

提携カード会社 
（DC・ライフ） 

システム化 
大 量 処 理 
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F&M CLUB

OUTPLACEMENT

エフアンドエムクラブ事業 

アウトプレースメント事業 

当期の概況 
　エフアンドエムクラブ事業に関しまし

ては、引き続きサービスコンテンツの充

実および顧客フォロー体制の強化に努め

てまいりました。また下半期にかけては、

同サービスを「TaxHouse」加盟店の顧

客に対するサービスとし、販路の拡大に

つなげる活動を開始いたしました。対象

となる中小企業の景況感にばらつきのあ

る状況の中、当連結会計期間末会員数は

4,040社（前連結会計期間比297社減）

となりました。 

 
今後の見通し 
　エフアンドエムクラブ事業は、会員数

増加が第一の課題であります。来期にあ

たりましては、現況を維持しつつも、顧

客ニーズを洗い直し、事業再構築として

新たな商品開発に挑みます。また、

「TaxHouse」との連携による法人向け

セミナーなど、新規販路開拓にも力を注

いでまいります。 

　米国のアウトプレースメント企業最大手の日本代表法人「チャレンジャー・グレイ・クリスマス株式会社」は、企

業のリストラクチャリングに伴う社員の再就職サポートを核としながら、あらゆる年代層を対象としたキャリア＆ラ

イフデザイン研修やセミナーの実施、人事制度・組織改革コンサルテーションなど、総合的視点から人材コンサルティ

ングを実施しています。 

教育ビデオ  

与 信 情 報  

基礎能力診断 

適 正 診 断  

リーダー育成 
プログラム  

福 利 厚 生  

他社提供サービス 自社開発サービス 

ビ ジ ネ ス モ デ ル  

F&M CO.,LTD.

財 務 診 断  

就 業 規 則  

専門家相談  

報酬シミュレーション 

リスクヘッジ 

定期刊行物  

共同購入により、安価で良質なサービスを会員企業様にご提供。 

月会費 
2万円 

サービス 
提供 

会員企 業　4,040社 
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TAXHOUSE

 エフアンドエムのコンサルティングを受

け、このたび大阪府吹田市江坂に第１号

店を開設しました。従来からある「税理士

事務所」という敷居の高いイメージを払

拭し、お客様の身近に、便利に、安心をお

届けできる体制を整えることが出来ました。

従来、税理士は先生業という側面が強く、

職人気質で「マーケティング」ということ

を意識しなくても顧問先は増え、事業も

安定していました。しかし、昨今の経済情

勢から税理士業もサービス業であること

を認識し、企業としての戦略を打たなけ

れば生き残れなくなってきました。 

　その折に出会ったのが「TaxHouse」

構想です。これは地域に密着した営業活

動を行い、税務面からの問題解決は勿論

のこと、弁護士や社会保険労務士などの

専門家と提携することにより、顧客の全

ての問題を解決する、いわゆる「ワンストッ

プ・サービス」が実現しました。これによ

りお客様の満足度は大きく増してきました。

そしてそれが信頼につながってきています。 

税理士が事務所を拡大していく為には必

然的に税務業務から会社経営に自身の仕

事のウエイトを変えていかなくてはなりま

せん。しかしそこには無理があります。わ

れわれ税理士は税務の専門家であり、事

業家ではないのです。 

　営業ノウハウから提携専門家の紹介まで、

すべてをエフアンドエムから提供してい

ただき、私たちは業務に専念するだけです。

正にこの「TaxHouse」構想は税理士が

必要としているコンサルティングなのです。 

（1号店オーナー・税理士 大野輝人） 

1号店として「TaxHouse」 
を立ち上げた理由 
江坂店　税理士  大野輝人 

 

Ｆ＆Ｍパートナーズ税理士法人 
有限会社タックスハウス 

近畿税理士会登録579号【広告】 

　全国600名の税理士・会計士の先生方と「TaxHouse」という店舗を通じ、全国の金融機関の金融商品取扱いを可能

にし、消費者のお金に関するお悩みをワンストップで解決出来る「ワンストップ・ファイナンシャル・ショップ」を展開します。 

　　　　　　事業 
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とは…？ 

フアンドエムがこれまでの事業

で培ったノウハウを活かし、地

域で高品位なサービスを提供している税

理士・会計士の先生方との共同事業で運

営をしているのが「TaxHouse」です。 

　そのスタイルコンセプトは税務相談か

らファイナンスまでコンビニエンススト

ア感覚で気軽に利用できる「ワンストッ

プ・ファイナンシャル・ショップ」。 

　本格的に加盟店募集を開始してからわ

ずか一年強で、その加盟店は全国350

店を超えるまでになっており、元来あっ

た敷居の高さや堅苦しいイメージを払拭

するとともに、親しみやすく便利なサー

ビス提供を目指しています。 

　また今までの会計業界の概念にはなかっ

た、【ブランド化】というものを積極的に

推し進め、新聞、雑誌等の広告、パブリ

シティはもちろんのこと、昨年10月よ

りＴＶコマーシャルの放映開始や業界初

となるイメージガールコンテストの開催

などを通じ、幅広く一般消費者に

「TaxHouse」ブランドを広めています。 

　「TaxHouse」の特徴のひとつとして

挙げられるのが、リアルマーケティング

【現場力】です。エフアンドエムの基幹事

業である記帳代行で関わりのある、生命

保険営業職員3万2,000名にビジネスパー

トナーとして活動していただいており、

当社（タックスハウス本部）が作成して

おりますお金に関する無料情報誌（フリー

ペーパー）を一斉に配布していただいて

おります（月間20万部）。地域のブラン

ド化を図ると共に、そこからの相談案件

を地域の「TaxHouse」の先生にご紹

介させていただいております。それ以外

にも、地域金融機関とのセミナーの集客

などを通じた、地域での法人顧客拡大の

ための営業支援、エフアンドエムの総務

コンサルティングのノウハウを提供する

「タックスハウスクラブ」のご提供など、

サービス範囲は多岐にわたります。（過

去10年間で1万社を超える企業と個別

に顧問契約。） 

エ 

F&M CO.,LTD.

コンテンツプロバイダ 

保　　険 クレッジットカード 

証　　券 住宅ローン  

投資信託 自動車ローン 

給与計算 TaxHouseクラブ 

記帳代行 ISO・Pマーク 

リ ー ス  融資申込 

証券・保険・銀行カード・ローン等 

コンテンツプロバイダ 

リース会社・給与計算・人材派遣・銀行等 

ファイナンシャル・コンビニエンス・ 
プラットフォーム 

商　品 
サービス供給 

税理士事務所・会計事務所が 
母店となり、7店舗まで出店 

商　品 
サービス供給 

個　人 

5,300
万人 

法　人 

270
万社 

4,200
店舗 

600
税理士 
事務所 
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北海道 
（8） 

青森 
（5） 

秋田 
（2） 岩手 

（1） 

山形 
（5） 宮城 

（5） 

新潟 
（5） 福島（4） 

富山 
（4） 

石川 
（5） 

福井（4） 

栃木 
（6） 

茨城 
（4） 

千葉 
（7） 

群馬 
（7） 
埼玉 
（11） 

神奈川 
（22） 静岡 

（15） 

山梨 
（4） 

長野 
（4） 岐阜 

（5） 

愛知 
（23） 

滋賀 
（5） 

京都 
（4） 

奈良 
（4） 

三重 
（4） 

大阪 
（36） 

和歌山 
（1） 

兵庫 
（13） 

鳥取（0） 

岡山 
（3） 広島 

（8） 山口 
（3） 

香川（2） 

徳島 
（3） 

高知（1） 

愛媛 
（2） 

沖縄（0） 

福岡 
（15） 

大分 
（2） 

宮崎 
（4） 

熊本 
（4） 

鹿児島 
（5） 

長崎 
（6） 

佐賀 
（2） 

島根（3)
東京（64)

　当然、ただブランドを浸透させ、顧客

を囲い込むだけではなく、加盟店への研

修制度やシステム提供なども充実してお

ります。我々はブランドを構築する上で

一番重要なものは、それを取扱う【人】

の部分だと考えています。加盟店となる

会計事務所の職員や幹部の方々にも随時

研修を実施しております。 

　このように、お客様獲得の営業支援か

ら、会計事務所内部の組織化を手助けす

る研修制度まで幅広くバックアップをさ

せていただき、他の会計事務所とは違う

ブランド力の高い事務所作りを支援して

おります。前述したとおり、このような

事務所が続々増えておりますので、いた

るところに「TaxHouse」の看板が掲

げられ、それにより認知度も相乗的に向

上しつつあります。これが更なるブラン

ド化へと繋がっているのです。 

全国加盟店マップ 
（平成18年5月11日時点） 

 

350
店舗 

●税理士の法人化解禁（２００４年４月スタート） 
・複数事務所開設が可能に 

・広告規制の緩和 

●有資格者の増加 
・公認会計士1.5万人から5万人に 
 （要件の緩和・アカウントスク－ル） 

・登録税理士6.8万人  開業税理士3万人 

●電子申告の推進（２００４年４月スタート） 
・国税庁が電子申告利用率を2010年ま
でに50%にする目標を掲示 

●消費税の免税基準引き下げ（２００５年度スタート） 

・免税基準3,000万円以下→1,000万円以下 

・新たに136万社が納税対象に 
  246万社→382万社 

●金融商品の取り扱い自由化 
・年金、相続、住宅ローン等の相談ニーズが増大 

・銀行窓口での投信販売が堅調 

●銀行代理業務解禁（２００６年４月スタート） 
・住宅ローン・融資案件などの金融商品が、
会計事務所でも取り扱い可能に 

競争の激化・二極化 マーケットの拡大 

TaxHouseが生まれた背景 
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CM/PUBLICITY etc.
CM/パブリシティなど 

TVCM放映中 
　「TaxHouse」では、今までの会計業界の概念に

はなかった「ブランディング」というものを積極的に

推し進め、既存メディアである新聞、雑誌等の広告は

もちろん、昨年10月よりＴＶコマーシャルの全国47

都道府県での放映も開始いたしました。また、Web

戦略として「TaxHouse Web Village」という弊社

オリジナルBtoBサイトを一気に複数立ち上げる事で

顧客を囲い込みます。 

（「仕事の修行」http://www.syugyo.jp/ など7サイト） 

TaxHouseマネーコンシェルジュ 
　「マネーコンシェルジュ」は、資産の

運用方法などを考えている30代から

50代の読者をターゲットに、金融サー

ビスや投資などについて分かりやすく説

明するお金のフリーペーパーです。 

　現在、「TaxHouse」加盟店の店頭、

当社の記帳顧客でもある生命保険会社の

営業職員さんなどによる手配りをはじめ、

エフアンドエムクラブの会員企業へ無料

配布しています。 

　現在発行部数は20万部で、1年後に

は100万部に拡大していく計画です。 

●広告（アドバタイジング） 
週刊ダイヤモンド・日経ベンチャー・ANA 翼の王国 
WEDGE（新幹線グリーン車） 

●PR（記者クラブを通じてのパブリシティ） 
地方新聞・日経新聞・スポーツ新聞・各地のTV局番組 

全国47 
都道府県にて 
ＴＶＣＭ放映中 
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OUTLOOK FOR THE FUTURE
今後の見通し（「TaxHouse」の見通し） 

　「TaxHouse」に関しましては、当面は加盟数の確保、および駅前など好立地を前提とした2店舗目以降の複数出店に注

力し、本部として「TaxHouse」の一般的な認知度向上を図り、ブランドの確立に努めてまいります。また、同時に「TaxHouse」

店舗に提供する商品・サービス等の充実に注力し、各種金融機関との提携を進めていくことで、加盟店舗にて提供する商品・

サービスメニューの拡充を進め、一般顧客の便宜性の向上および加盟店の収益確保に向け注力してまいります。 

「TaxHouse」加盟店の推移 

2007年3月 （目標） 1,000店 

0

50

100

150

200

250

300

350
（単位：店） 

07/306/306/105/1105/905/705/505/305/1

当初の2005年度末目標 
180店を前倒しにて達成！ 

0

31
48

127

163

251

331

99
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FINANCIAL DATA

第16期 第15期 第14期 第13期 第16期 第15期 第14期 第13期 

連結財務諸表（要約） 

科　　　　　目 
第15期 

（2005年3月31日現在） 
第16期 

（2006年3月31日現在） 
科　　　　　目 

第15期 
（2005年3月31日現在） 

第16期 
（2006年3月31日現在） 

 

1,570,109 

3,686,886 

1,937,404 

235,429 

1,514,052 

40,071 

40,071 

 

 

 

 

 

 

5,297,068

 

2,559,686 

3,451,193 

1,919,415 

208,775 

1,323,001 

3,830 

3,830 

 

 

 

 

 

 

6,014,709

 

1,445,952 

1,729,616 

3,175,569 

 

 

95,126 

 

 

865,473 

1,084,173 

200,082 

△      52,025 

2,026,372 

5,297,068

 

1,269,573 

1,358,016 

2,627,590 

 

 

50,307 

 

 

891,399 

2,069,808 

419,284 

△      43,680 

3,336,812 

6,014,709

資産の部 

流動資産 

固定資産 

有形固定資産 

無形固定資産 

投資その他の資産 

繰延資産 

社債発行費 

 

 

 

 

 

 

資産合計 

負債の部 

流動負債 

固定負債 

負債合計 

 

少数株主持分 

少数株主持分 

 

資本の部 

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

株式等評価差額金 

資本合計 

負債・少数株主持分・資本合計 

（単位：千円） 

● 有利子負債残高の推移（百万円） ● 自己資本比率の推移（％） 連結 単体 

連結貸借対照表より抜粋 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0

30

40

50

60

70

80

連結 単体 

2,075
2,248

2,061

2,413
2,160 2,188

1,633 1,613

42.8

42.6
37.2 38.2

55.541.8 43.1

61.8
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連結キャッシュ・フロー計算書より抜粋 

連結剰余金計算書より抜粋 

第16期 第15期 第14期 第13期 

科　　　　　目 
第15期 

2004年4月 1 日から （2005年3月31日まで） 
第16期 

2005年4月 1 日から （2006年3月31日まで） 科　　　　　目 
第15期 

2004年4月 1 日から （2005年3月31日まで） 
第16期 

2005年4月 1 日から （2006年3月31日まで） 
3,823,529 

1,335,093 

2,488,435 

2,154,879 

333,556 

10,611 

80,699 

263,468 

2,435 

148,381 

117,523 

214,776 

7,774 

166,079 

61,051

4,672,451 

1,253,480 

3,418,971 

2,571,063 

847,907 

8,197 

81,846 

774,257 

19,166 

256,378 

537,046 

260,505 

78,396 

4,430 

242,574

596,369 

△  291,097 

△    17,077 

― 

288,195 

169,399 

457,595

685,682 

△  129,258 

526,698 

― 

1,083,123 

457,595 

1,540,718

売上高 

売上原価 

売上総利益 

販売費及び一般管理費 

営業利益 

営業外収益 

営業外費用 

経常利益 

特別利益 

特別損失 

税金等調整前当期純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

少数株主損失 

当期純利益 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物に係る換算差額 

現金及び現金同等物の増減額 

現金及び現金同等物の期首残高 

現金及び現金同等物の期末残高 

（単位：千円） （単位：千円） 

科　　　　　目 
第15期 

2004年4月 1 日から （2005年3月31日まで） 
第16期 

2005年4月 1 日から （2006年3月31日まで） 
 

1,044,700 

39,473 

1,084,173 

 

150,250 

61,051 

11,220 

200,082

 

1,084,173 

985,634 

2,069,808 

 

200,082 

242,574 

23,372 

419,284

資本剰余金の部 

資本剰余金期首残高 

資本剰余金増加額 

資本剰余金期末残高 

利益剰余金の部 

利益剰余金期首残高 

利益剰余金増加高 

利益剰余金減少高 

利益剰余金期末残高 

（単位：千円） 

● 経常利益の推移（百万円） 

27 67

263

774

49 57

447

808

連結損益計算書より抜粋 

0

250

500

750

1,000

連結 単体 
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FINANCIAL DATA

利益処分 

単体財務諸表（要約） 

貸借対照表より抜粋 損益計算書より抜粋 （単位：千円） （単位：千円） 

（単位：千円） 

科　　　　　目 
第15期 

（2005年3月31日現在） 
第16期 

（2006年3月31日現在） 
科　　　　　目 

第15期 
2004年4月 1 日から （2005年3月31日まで） 

第16期 
2005年4月 1 日から （2006年3月31日まで） 

科　　　　　目 
第15期 

2004年4月 1 日から （2005年3月31日まで） 
第16期 

2005年4月 1 日から （2006年3月31日まで） 

 

1,193,424 

3,722,012 

1,884,036 

101,015 

1,736,960 

40,071 

4,955,507 

 

11,103,050 

1,715,295 

2,818,345 

 

865,473 

1,084,173 

― 

― 

310,871 

― 

― 

△　　52,025 

△　　71,330 

2,137,162 

4,955,507

 

1,949,563 

3,711,479 

1,884,378 

55,752 

1,771,348 

3,830 

5,664,872 

 

806,778 

1,358,763 

2,165,541 

 

891,399 

2,069,808 

271,898 

1,797,909 

581,804 

104,166 

477,637 

△　　43,680 

― 

3,499,331 

5,664,872

3,190,081 

867,768 

2,322,313 

1,804,013 

518,299 

9,608 

80,611 

447,297 

2,435 

374,679 

75,053 

208,460 

△ 227,225 

93,818 

111,363 

205,181

4,044,577 

928,416 

3,116,161 

2,235,065 

881,095 

7,969 

80,241 

808,823 

39,116 

226,266 

621,674 

258,118 

69,251 

294,304 

183,333 

477,637

資産の部 

流動資産 

固定資産 

有形固定資産 

無形固定資産 

投資その他の資産 

繰延資産 

資産合計 

負債の部 

流動負債 

固定負債 

負債合計 

資本の部 

資本金 

資本剰余金 

資本準備金 

その他資本剰余金 

利益剰余金 

任意積立金 

当期未処分利益 

その他有価証券評価差額金 

自己株式 

資本合計 

負債・資本合計 

売上高 

売上原価 

売上総利益 

販売費及び一般管理費 

営業利益 

営業外収益 

営業外費用 

経常利益 

特別利益 

特別損失 

税引前当期純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

当期純利益 

前期繰越利益 

当期未処分利益 

 477,637 

1,499 

479,137 

60,997 

418,140

205.181 

1,523 

206,705 

23,372 

183,333

当期未処分利益 

特別償却準備金取崩高 

合　計 

利益配当金 

次期繰越利益 
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COMPANY PROFILE

STOCK INFORMATION

会社概要／役員 

設 立  

資 本 金  

代 表 者  

従 業 員 数  

従業員平均年齢 

事 業 内 容  

 

事 業 所  

株式の状況（2006年3月31日現在） 

1990年（平成2年） 

8億9,139万円 

代表取締役社長　森中 一郎 

253名（常用パート含む） 

33.1歳 

個人事業主向け経理代行業、中小企業向け情報提供サービス業、

税理士・会計士向けボランタリーチェーン運営事業、その他事業 

大阪本社、東京本社、名古屋支社、福岡支社、仙台支社 

株　　主　　名 持株数 

45,036株 

12,000株 

12,000株 

10,078株 

8,281株 

4,956株 

4,320株 

3,048株 

2,394株 

2,347株 

議決権比率 

29.53% 

7.87% 

7.87% 

6.61% 

5.43% 

3.25% 

2.83% 

1.99% 

1.57% 

1.53%

森 中 一 郎  

合 資 会 社 フ ラ ワ ー  

合 資 会 社 メ ッ セ ー ジ  

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 

大 阪 証 券 金 融 株 式 会 社  

工 　 藤 　 美 樹 江  
カリヨンパリオーディナリーアカウント 
常任代理人　株式会社三菱東京UFJ銀行 
岡 三 証 券 株 式 会 社  

代表取締役社長 

常務取締役 

常務取締役 

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

取 締 役  

常勤監査役 

監 査 役  

監 査 役  

森 中 一 郎  

工　藤　美樹江 

西　川　洋一郎 

田 辺 利 夫  

杉 浦 友 泰  

原 田 博 実  

山 本 武 司  

小 林 裕 明  

小 松 健 男  

菅 生 　 新  

大株主 

会社概要（2006年3月31日現在） 役　員（2006年6月28日現在） 

株主構成比率 発 行 可 能 株 式 総 数 504,000株 

発 行 済 株 式 総 数 152,493株 

株　　　　主　　　　数 4,567名 

所有株式数別 
合計 

152,493株 

所有株主数別 
合計 

4,567名 

個人・その他● 
87,365株（57.29%） 

●その他法人 
24,862株（16.30%） 

●金融機関 
32,425株（21.27%） 

証券会社● 
3,132株（2.05%） 

外国法人等● 
15名（0.33%） 

証券会社● 
8名（0.18%） 

個人・その他● 
4,464名（97.74%） 

●その他法人 
66名（1.45%） 

●金融機関 
14名（32.00%） 

●外国法人等 
4,709株（3.09%） 
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INFORMATION
株主メモ 

株式会社エフアンドエム 
〒564-0063  大阪府吹田市江坂町一丁目23番38号 F&Mビル 
TEL：06-6339-7177   FAX：06-6339-7184   URL：http://www.fmltd.co.jpF&M CO.,LTD.

毎年4月1日～3月31日 

毎年6月 

毎年3月31日 

毎年9月30日 

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 
三菱UFJ信託銀行株式会社 

〒541-8502 
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号 
三菱UFJ信託銀行株式会社 
大阪証券代行部 
TEL 0120-684-479（通話料無料） 

三菱UFJ信託銀行株式会社全国本支店 

株式関係のお手続き用紙のご請求は、 
次の三菱ＵＦＪ信託銀行の電話及び 
インターネットでも24時間承っております。 

薛 0120-244-479（本店証券代行部） 

薛 0120-684-479（大阪証券代行部） 

http://www.tr.mufg.jp/ 

大阪証券取引所 
ヘラクレス市場 

電子公告（ただしやむを得ない場合は日本経済新聞にて行う） 

事 業 年 度  

基準日定時株主総会 

基準日期末配当  

基準日中間配当  

株主名簿管理人  
 

同事務取扱場所  
（お問い合わせ先） 
 
 
 

同 取 次 所  

 
 

 
 
 

インターネットホームページ 

上場証券取引所  
 

公 告 の 方 法  

 


